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本稿では、芸術表現を通した障害児の社会的包摂とインクルーシブ教育システムの構築に
向けた取組における課題と展望について、秋田県内の知的障害児を対象とする特別支援学
校1校で実施したアンケート調査から検討する。特に美術教育領域に関わる知的障害児の
学習と社会参加をめぐり、特別支援学校教職員が考える潜在的なニーズや、車椅子や施設
の対応状況等の物理的障壁と障害への無理解等の心理的障壁に関する内容を中心に考える。 
 
【キーワード】 芸術教育，特別支援教育，インクルーシブ教育システムの構築， 
        障害児の社会的排除と社会的包摂 
 
1.はじめに 
障害者権利条約が規定する障害者を「包容・包摂する教育制度」、すなわちインクルー
シブ（包摂的な）教育システムとは、「障害者が障害に基づいて一般的な教育制度から排除
されない」ことを目指している1。日本における障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕
組みとしてのインクルーシブ教育システムの構築は、文部科学省により「人間の多様性の
尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由
な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のない者
が共に学ぶ仕組み」と規定されている2。また地域の「教育資源の組合せ（スクールクラス
ター）」によって重度・重複化、多様化する障害に対応し、子ども一人一人の教育的ニーズ
に応えていく必要性が提示され3、地域社会の教育機関の連携も重要視される。 
一方で現代アートの分野では、2010年のアール・ブリュット・ジャポネの成功等をきっ
かけとして障害者の芸術表現に注目が集まっており4、新たな才能の発掘やまちづくりと文
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化政策の検討5、さらに美術大学で教職課程や学芸員課程を履修する学生の特別支援学校や
社会福祉施設への派遣や6、大学と特別支援学校の連携による教材開発も活発化している7。
しかしながら知的障害児を対象とした芸術教育実践では、子どもの障害が多様であるがゆ
えに美術における集団活動の一般的な方法論を適用しづらい場面も存在し、近年ではこう
した課題に対応するべく特別支援学校教職員と研究者が共同で構築した指標から重度自閉
症児の造形活動におけるQOLを測定していく試みが見られる8。 
 このようにインクルーシブ教育システムの構築における美術教育の可能性に関する研究
は蓄積が少なく発展途上のテーマといえよう。今回の調査を実施した秋田県の秋田公立美
術大学は2013年に新設された公立大学であり、開学当初から地域社会の教育に対する社会
貢献の期待が高かった。こうした中で、大学から徒歩圏内に位置する知的障害児を専門と
する特別支援学校から、美術大学と連携したいが様々な制約があり踏み出せないとの相談
があり、筆者と中学部の教員によって2013年から交流、教育連携に関するニーズと障壁（制
約）の検討を行った。 
 特別支援学校側が当初美術大学に抱いていたニーズとは、「生活単元学習や作業学習で作
る生徒の作品を洗練させて欲しい」「生徒の学習成果を形にして欲しい（美術大学でデザイ
ンして欲しい）」といった、いわば単一方向型のニーズであった。しかし特別支援学校での
活動は学生の障害理解を向上させる貴重な学修機会でもあり、その意味では特別支援学校
とその教職員の専門性も大学にとっての貴重な教育資源となり得る。そこでニーズに関し
ては特別支援学校と大学が相互に専門性を提供し合う「双方向型のニーズ」を明確にし、
そのうえでそれらのニーズを実現するにあたっての制約・障壁を検討する必要があると考
えられた。 
 だが知的障害児の実態の多様性をめぐる問題は、裏を返せば、子どもの個性と教育的ニ
ーズを把握する特別支援学校の意見を丁寧に汲み取り、アートの持つ柔軟性や自由度を組
み合わせることで、その学校の児童・生徒と教職員がいるからこそ成立する「特色ある芸
術教育・特別支援教育」が成立する可能性があるということである。そしてこうした教育
実践を推進していくためには、交流活動やワークショップの実施と観察を行い、教職員へ
のインタビューやアンケートからニーズや障壁・制約について質的な分析を継続的に進め
ていく必要性が課題として見えてきた。 
 以上のような先行研究の動向と問題意識に基づき、本研究ではまず 2014 年 5 月から 9
月までの期間で中学部 3 年生の生活単元学習における生徒と美大生との交流活動、及び
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2014 年 9 月に実施された東京方面への修学旅行での一部活動の観察調査を行った9。次に
実施したワークショップでは、実施前にワークショップの講師であるアーティストと特別
支援学校を訪問し、会場の環境や生徒の様子に関し観察と教員のインタビュー及び打合せ
を行った。こうした予備的な調査・実践によって特別支援学校教職員に対して芸術表現や
ワークショップの交流学習に対する可能性を提示し、美術大学の教育機能の活用を具体的
にイメージしやすくなった状態で、第 2 回、第 3 回のワークショップを実施した10。本稿
ではこれらの観察調査、ワークショップを経て実施したアンケート調査の集計結果を中心
に報告する。 
 
2.研究の方法とアンケートの概要 
2-1.対象校 
 対象校は秋田市の知的障害児を専門とする特別支援学校であり、児童・生徒数は245名
（小学部 51名、中学部 71名、高等部 123名）、教職員数は 159名（2014年度時点、小学
部、中学部、高等部、寄宿舎に勤務する専任・非常勤教職員のうち事務職員をのぞく総数）
である。 
 
2-2.アンケートの概要 
(1) 調査対象 
上記対象校所属教職員159名に実施 
(2) 実施期間 
2015年 3月11日〜25日（15日間） 
(3) 実施方法 
質問紙を用いた選択および自由記述形式のアンケート 
 
 アンケートは159名に配布し、回収数は103であった（回収率64.8%）。また回答のうち
白紙及び所属や年齢などの基礎情報が確認できない5件を無効回答として全体の単純集計
を行い、その結果を自由記述の記述と組み合わせて分析を行った。 
 アンケートでは二項目選択（場合により多項目選択）と自由記述を組み合わせた質問紙
により、①学校で芸術表現に関する授業がどの程度実施されているか（多項目選択）、②芸
術表現に関し優れた才能やセンスがあると思われる児童・生徒がいるか（二項目選択・多
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項目選択・自由記述）、③芸術表現に関する進路・将来選択の有無及びその内容（二項目選
択・多項目選択）、④美術大学の教育資源としての活用（二項目選択・多項目選択）、⑤学
外活動における芸術鑑賞の状況と制約（二項目選択・多項目選択・自由記述）、⑥障害児に
対する地域社会の理解及び保護者の理解（二項目選択・多項目選択・自由記述）、⑦美術大
学に期待すること及び芸術を通した障害児の社会的包摂（自由記述）について調査した。 
 なお、先述の通りアンケート調査は観察調査とワークショップの開催を経て実施された
が、3回のワークショップには中学部 3年生の担当教員が全員参加しており、その内容は
中学部担任や学部主事を通じて地域の教育資源（美術大学）を活用した交流及び共同学習
の事例として全教職員に報告された。アンケート実施前にこうした様々な活動を行ったの
は、障害児の社会的排除と包摂というデリケートな話題を扱うにあたり、特別支援学校お
よびその教職員との信頼関係づくりが必要と考えたからである。部分的な調査にとどまら
ず、芸術表現を通した障害者の社会的包摂の展望を明らかにするという本研究の最終的目
的を、生徒や園児がワークショップを楽しむ姿を通し教職員に意識してもらい、新たな課
題が提示されることをねらいとした。結果として自由記述を中心に障害児が直面する差別
や社会的排除、進路選択の問題について率直な回答を得ることができた。 
 
3. アンケートの結果と考察 
3-1.特別支援学校における美術教育に関するニーズ 
「学校で芸術表現に関する授業がどの程度実施されているか」の設問により特別支援学校
における芸術教育の実情を確認したうえ、「美術大学で障害児向けの美術教育やワークショ
ップが実施されたら活用するか」と特別支援学校の美術教育に対するニーズを尋ねたとこ
ろ、回答者の86.7%が、「学校内で美術大学の教員・助手が児童・生徒向けに講義・演習や
ワークショップを行う場合活用するか」に対して回答者の 92.9%が「活用する」と応えて
いる。なお、学外より学内での実施に高いニーズが見られる背景には、児童・生徒の移動
などに制約があり躊躇するという特別支援学校に特有の問題が存在する可能性がある。 
 具体的に希望する活動の内容については絵画、粘土・陶芸、紙工作・木工、メディアア
ート、ワークショップ（パフォーマンス含む）、美術や工芸の歴史、その他（自由記述）の
選択肢に対し、回答は絵画や粘土、工作等の一般的にイメージしやすい表現活動が上位を
占めた（図1参照）。 
 ワークショップ（パフォーマンス含む）、メディアアートなど双方向性の可能性をもつ
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活動の希望がやや少ない点は、これらの領域の認知度が影響しているだろう。これは調査
時点でワークショップの受け入れ実績があった中学部や高等部では合計で 34.7%（中学部
16.3%、高等部18.4%）と、比較的高い数値が見られることからも明らかである。 
 
 
図1 特別支援学校び美術大学による授業・活動に望む内容 
 
3-2.特別支援学校児童・生徒の芸術的才能と芸術に関する進路選択 
「芸術表現に関して優れたセンスや才能があると感じる児童・生徒がいる」の質問に対し
ては 61.2%が「はい」と回答している。これは近年の障害児・者への芸術表現に対する関
心の高まりとも連動する傾向といえる。しかし「芸術表現に関する進路・将来選択の相談
を受けたことがある（本人または保護者）」の質問に対して「はい」と回答したのは全体の
7.1%に過ぎず、さらにそのうち実際に「芸術表現に関する進路や将来選択が実現した」の
は、全体の2.9%に止まる。それに対して「いいえ」の回答は22.5%、「前例なし」の回答は
63.3%と、合わせて85.8%で芸術表現に関する進路・将来選択は実現していないことがわか
った。また、「いいえ」の回答者に対し実現しなかった理由を尋ねたところ「本人が希望し
ない」が12.3%、「保護者の理解が得られない」が1.0%、「将来的な受け皿がない」が9.2%
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などの回答が得られた。ここから芸術表現に関して障害児の進路選択の機会が限定されて
いる現状を読み取ることができる。 
 
3-3.学外活動における芸術鑑賞の状況と制約 
一般市民や学外機関との交流活動における制約については「計画の段階で交流を断られた、
事前説明を求められたことはあるか」と「直前に中止要請や不参加を求められたことはあ
るか」等について尋ねた。計画段階で断られたことや説明の要請は「はい」が 13.3%、直
前の中止や不参加については「はい」が 1.0%であるのに対し、「いいえ」の回答は説明要
請が76.5%、直前の中止・不参加が89.8%であり、いずれも地域社会の理解を得た外部交流
が実現していることが明らかになった。 
注目すべきは少ないながらも事前説明を求められている事例あるいは交流がキャンセル
されている事例である。自由記述欄から、事前説明を求められる場合には「肯定的な説明
要請」と「否定的な説明要請」の二種類があることが明らかになった（表1）。 
 
表1 事前説明における受入先・交流先の要請や反応 
肯定的 ・児童・生徒の実態 
・児童・生徒の興味関心 
・児童・生徒の理解力 
・児童・生徒のコミュニケーション能力 
・障害に応じて配慮すべき点 
否定的 ・施設やものを汚す、壊す 
・施設利用者の健康を害する 
・不衛生である 
 
 「肯定的な説明要請」とは、受入先・交流先が児童・生徒の受入・交流を前提として子
どもの様子を知り配慮・支援の手立てを考えるために子どもの実態や特別支援学校の専門
的知見について説明を求める場合である。また「否定的な説明要請」とは、子どもの実態
や特別支援学校側の対応策に関わらず、受入・交流をキャンセルする理由を探すために説
明を求める場合である。なお上記のほか、記述からは相手方の肯定・否定いずれの反応が
あったのか読み取れないが、事前説明を求められ交流がキャンセルされなかった例が複数
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件見られた。これらの多くは肯定的な説明要請に含められると考えられる。 
「学外活動として芸術鑑賞（美術・音楽・演劇等）を計画実施したことはあるか」の質問
については「ある」の回答が 58.2%であり、この特別支援学校では積極的に児童・生徒が
文化・芸術に触れる機会を学習に取り入れていることが分かる。その一方で「学外活動で
芸術鑑賞を実施するにあたって考えられる制約や困難」への回答からは、当初予測された
建物や移動・交通手段などの物理的制約よりも、鑑賞の場で騒ぐことが許されないと感じ
る、子どもに鑑賞ルールを教えることが難しいといった心理面や教育方法に関する制約を
より強く感じている教職員が多いことが明らかになった（表2）。 
 
表2 学外活動で芸術鑑賞を実施する際に考えられる制約や困難 
 
 
車椅子への対応や移動バスの確保等、建物や移動・交通手段に関する物理的制約の多くは
身体障害に対する配慮に関わる事項であり、視覚障害、聴覚障害、肢体不自由等を専門と
する特別支援学校においては今回結果よりも高くなることが予想される。一方、他の鑑賞
者に対する配慮や鑑賞ルールの学習に関する数値が高いことは、知的障害児を専門とする
対象校に特徴的な傾向であると考えられる。 
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3-4.障害に対する地域社会の理解及び保護者の理解 
「障害児に対し差別・偏見・攻撃的な発言や態度を見聞きしたことがあるか」と「保護者
から差別や偏見、いじめ等について相談を受けたことがあるか」の二点については、前者
は「はい」が39.8%、「いいえ」が57.1%、後者は「はい」が23.5%、「いいえ」が71.4%で
あった11。 
 さらに今回の調査では「保護者の中に子どもの障害を受入れられない・否定的な感情を
抱いている人がいたことはあるか」とその否定的な態度の原因にはどのようなことが考え
られるか」について特別支援学校教職員としての専門的見解を尋ねた（表3）。 
 
表3 保護者の否定的な態度の原因としてどのようなことが考えられるか 
 
 
この質問は、障害者の社会的排除をめぐる歴史的な展開が、近代の産業社会における生産
性優位の議論と深く結びついており、そのことが保護者の意識にどの程度影響するのかを
考える足がかりとして設定したものである。これに関わる自由記述での注目すべき回答と
して「自分の子どもが障害者であると認めたくない保護者がいる」「障害児の親イコール駄
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目な親、恥ずかしい親という意識がまだある」「保護者自身の自己肯定感が低下しやすい」
等が見られた。 
人間の能力とその優劣を生産性によって決定づけるのは近代以降の産業社会に特有の価
値観である。このような価値観の下では、生産と経済発展に貢献し得ない障害者は近代社
会が想定する「市民」から排除される傾向にある12。このことは、個別の取組を別とすれ
ば、現代に至るまで福祉施設や特別支援学校に対して社会が求める障害者の「社会化」の
多くが、作業労働をはじめとする生産活動に貢献する技術の訓練を指すことからも明らか
であろう。障害児の保護者たちの「恥ずかしい」「子どもの障害を認めない」という意識は、
生産性への寄与・貢献を基準とした人間の能力の序列化と深く結びついているのである。
こうした生産性への貢献を理由とする特定の人々の社会的排除が、産児抑制や隔離といっ
た優生思想の行使へと発展することは避けねばならない13。そのためにも社会的理解の向
上を保護者自身の自己肯定感の向上と障害の理解、受入につなげていく必要があるだろう。 
 なお自由記述欄では上記の問題のほかに「保護者自身にも障害がある可能性」について
の指摘が複数あった。世代によって受ける教育支援、福祉サービスに差異がある状況の狭
間で見落とされてきた軽度の障害もまた、障害者の社会的排除と社会的包摂の課題の一つ
であると考えられるが、この点については機会をあらためて検討していきたい。 
 
4. まとめと今後の展望 
 以上、本調査の結果、教職員から見て芸術的才能に優れると考えられる児童や生徒がい
ても、進路選択の段階ではその才能を活かせる進学や就職の機会がないこと、また鑑賞者・
参加者として芸術に親しむことで子どもの人生が豊かになって欲しいと考える一方で、大
多数の回答者が文化施設へのアクセシビリティは物理的（車椅子などへの対応がない等）
にも心理的（他の観客に迷惑になるのではないか等）にもハードルが高いと考えているこ
と等が明らかになった。また特に社会的排除に関する調査として、学外行事等で障害を理
由に交流や施設利用を断られたことがあるか、地域住民及び保護者に子どもの障害を受け
入れられない様子が見られるかについての回答では、特別支援学校教職員からみた保護者
の障害観という貴重な基礎データを得ることができた。 
今後の展望として、大学をはじめとする地域の教育機関が、特別支援学校の専門的知見を
取り入れ、その学校の子どもの教育的ニーズに即した実践的な方法論を構築していくこと
が重要であると考える。たとえば事前に特別支援学校教職員のアドバイスを取り入れて内
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容を構築することによって、参加を制限される子どもを減らす、参加した子どもたちが安
心して活動や交流を楽しめる状況をつくり出すことは現状において十分に実現可能である。 
 また今回の調査では、芸術鑑賞に限っていえば保護者や美術館・博物館等の受入先・会
場の反対があるという回答がほとんど見られなかったことから、障害児が芸術に触れる機
会に対するニーズは高いと考えられる。したがって今後、芸術に触れる機会へのニーズに
対して障害の特性からくる障壁を想定し、その対応策を考えていくことが重要となる。芸
術鑑賞における様々な制約は、表現者のみならず、鑑賞者・参加者としての障害児が幅広
い文化・芸術に触れる機会を奪うことになる。近年では障害児の鑑賞教育に焦点を当てた
研究も展開しており14、「騒がない」「鑑賞ルールを守る」といった制約に対しても、触れ
る事ができる作品やインタラクティブ・アートなど来場者との交流を展示に含む現代アー
トの多様性のうちに乗り越える可能性が見出される。 
ここで注目すべきは、イギリスの障害学研究を中心にアメリカや日本でも発展してきた
「障害の社会モデル」パラダイムであろう。周知の通りオリバーは障害の理解と位置づけ
の差異を、障害をめぐる問題を個人の身体的・心理的機能の損傷に還元し、医療・治療に
よりその問題解決を試みる「個人モデル」と、障害を社会の仕組みによって生み出される
不利益や活動の制限と考え、社会変革によって問題解決を試みる「社会モデル」の区別に
見いだしている15。障害を障害者本人やその家族の問題として考えず、社会変革や環境へ
の働きかけと合理的配慮によって取り除いていく「障害の社会モデル」理解は、当事者の
現状を否定せずにその希望や行動を制限しない点にメリットが見出される。芸術鑑賞の例
でいえば、「騒ぐこと」を理由に展覧会の来場を断るのではなく、「騒いでも良い」展覧会
を開催するのである。 
ただし、近年の障害学研究においては、杉野昭博をはじめとして障害者個人を取り巻くミ
クロの状況、たとえば障害者のその周辺のごく狭い範囲の人間関係、個人が使用する道具
といった「個人以外への働きかけをすべて環境因子あるいは社会への働きかけとして解釈
する傾向」が「社会モデル」の矮小化を招くのではないかという指摘がなされている16。
また掘正嗣はイギリスの障害児教育と日本におけるインクルーシブ教育システムの構築を
比較し、日本では「カテゴリー」すなわち診断に基づく個人の障害の分類から、「ニーズ」
すなわち障害者個別に欲している環境整備や合理的配慮の必要性への転換が不十分である
ために、結果的には分離教育が促進されてしまうことを危惧する17。つまり、障害に応じ
た特定のカテゴリーに属する子どもたちが「分離された環境」において教師の学習計画に
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沿って芸術活動に参加するのみならば、子どもたちにとってその経験は限定的な「社会」
との接点を持ったに過ぎず、芸術を通した社会的包摂のニーズは満たされなくなる。これ
は文部科学省のいう「同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズの
ある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も
的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組み」18としての環境にも合致しない。 
 こうした社会モデルの矮小化を回避しつつ、子どもの個別のニーズに対しても発達保障
を実現していくためには、障害児の社会的包摂に関する地域社会の教育連携が重要となっ
てくる。芸術を通したインクルーシブ教育システムの構築に向けては、表現活動の多様な
可能性を特別支援学校と地域社会の双方に提示していくこと、同時にその学校の特色ある
芸術教育の実践に向けた学校教員と外部機関の協同が必要であると考えられる。 
 
※本研究はJSPS科研費基盤研究C(26370098)「産業社会における天才・狂気・障害と芸術的才能を 
 めぐる優生思想の比較思想史研究」（研究代表者 池亀直子）の一環として実施しました。 
※本アンケート調査の実施にあたりご協力いただいた秋田県立栗田支援学校北島珠水教諭に深く 
  感謝申し上げます。 
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